別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　　項：教育総務費　　　目：教育指導費
	事業名:　新　人権教育開発事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　教育委員会　学校支援課　総合支援担当　電話番号：058-272-1111（内3548）

　　　　　　 E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,556千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


学校、家庭、地域社会が一体となった教育上の総合的な取組を県教育委員会との連携・協力の下で推進し、基本的人権尊重の精神を高め、一人一人を大切にした教育の充実に資することを目的として、実践的な研究を行う。
学校における人権教育に関する指導方法の改善及び充実に資することを目的として、モデル校を指定し、実践的な研究を行う。
（１）人権教育総合推進地域　　１中学校区
      研究主題：自他との学び合いの中で、自己肯定感を高め、人権意識を培う教育の
推進
（２）人権教育研究指定校　　　中学校1校
　　　研究主題：仲間と思い合える、認め合える、感じ合える生徒の育成
	２　所要経費


事業費1,556千円（市町村委託費等）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり

　２　多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる
人と人とがつながり、地域をつくる力を、将来にわたってふるさとを支える基礎と位置づけ、幼児期から人とのコミュニケーション能力や協調性、他者に対する思いやりの心などを育てることを通じ、将来のふるさと岐阜県を支える人材を育成します。
	２　これまでの取組状況


文部科学省は、基本的人権尊重の精神を高め、一人一人を大切にした教育を推進する観点から、人権教育研究推進事業を総合的に実施し、学校教育における人権教育開発を進めている。
	３　これまでの取組に対する評価


１中学校区と本巣市の中学校1校が、それぞれ平成２２年度から文部科学省の指定を受け、人権教育の研究開発に取り組んでいる。学校と家庭や地域、関係機関が連携して今日的課題に対応した人権教育の充実に努めている。文部科学省は人権教育の指導方法等の在り方として、地域が一体となった取組を推進している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,556
	1,556
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	1,556
	1,556
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


